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職場組織と経営民主化運動 (4・完)

一一ー戦後初期労働運動の実体一一一

小路行彦

目次

課題と方法

一 経営民主化運動の生成と構造

(以上第35巻第4号)

ー経営民主化運動の実態

1 経営協議会

2 人事問題

(以上第36巻第1号)

3 賃銀問題ー格付による加給配分制

(以上第36巻第2号)

四 職場の内部構造と運動主体

1 分析結果と課題状況

大宮工場の職場民主化運動をその生成と構造

ならびに実態についてこれまで検討してきた。

時間の推移とともに運動主体の移行がみられ，

これにともなって運動の質は，いわゆる「職場

運動」から「労働組合運動」へ変化していった

ことをみた。そして， I人事問題」に端的に表

現されているように，棒心を中心とした作業集

団と職場長を中心とした管理の媒介役である作

業掛(職長)が，職場民主化の焦点として問題

にされたのであった。また，非公式な社会関係

に注目すれば，職場権力の頂点にあるものは助

役であり，作業掛による労働と管理の公式的な

媒介に加えて，この非公式な関係が職場の背骨

をなすものであった。それ故，職場長も不安定

な地位にあったわけで，この職場の構造から経

営改革の運動主体には，棒心と職場長が登場す

るのは理にかなっていることであった。両者は

それぞれ労働と管理の頂点に立ち，その世界の

論理の代表者であるからだ。実際，大宮工場の

事例はこれまで見てきたとおりであり，他の工

場においても同じ傾向であった。

我々が知りうる範囲で指摘しておけば， 釧

路，苗穂J土崎，盛岡，郡山，大井，浜松，鷹

取工場の初代委員長は全て職場長であった。こ

の事実は，当局の指導した「鉄道委員会路線」

や「労働組合結成の内面指導」と関係している

ことも考えられるが，個別に検討してみるとそ

うではないことがわかる。すなわち，郡山工場

の場合1附は労働者に信頼があり， 当局と交渉

力もあるという理由で担ぎだされたものである

し， 釧路，大宮工場104)は外部からの「労働組

合」組織化に対抗して職場長として積極的に対

応したものであるし， 苗穂工場の場合105)は自

103) I放談会郡工支部よもやま話JC国鉄労組郡山エ場
支部機関誌『焦点1123号， 1954年4月)， i昭湘二
十年十二月三日!!J(向上『焦点1131号， 1955年
11月)， 並びに， 初期の組合委員長でもあり，上
の対談参加者でもある植村鶴吉，吉村吉雄与中村
博の三氏からの聞き取り C1984年5月22日， 24日〕
l乙よる。

104)大宮工場については第一章でみたとおりである。
釧路工場について比初代委員長を経験された田
中稔氏からの聞き取り α981年11月20日)によ
る。

105)国鉄労組苗工支部情宣部『苗工労働組合史(第一
巻)11(1955年)， 国鉄労働組合商穂工場支部問。
年のあゆみ』 α977年)，並びに，初代委員長を経
験された当摩憲三氏からの開き取り α981年12月
5日)と「自生的な職場運動」のリーダーであっ
た猫塚喜代一，堀江真砂男，赤坂武夫の三氏から
の聞き取り α回1年6月27日 7月2日 7日)
による。
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生的な職場運動に呼応し，これを指導する形で

委員長になったものであったし，土崎工場の場

合106)は当の職場長が戦前からの労農運動，文

芸運動に携わった人であったなど多様な例がみ

られた。しかし，職場長が先の当局の路線を担

ったことはなかったようである10Th

では自生的な職場運動の担い手と規定した棒

心層は，全工場的にはどうであったのであろう

か。この運動の独自な存在については，これま

でほとんど注目されてこなかったこと，また，

「組合史」のほとんどが組合の成立から記述さ

れるので多くの事例を紹介できないが，たとえ

ば，大宮工場のサボタージュに呼応して争議団

を結成し，待遇改善を掲げて工機部交渉からス

トライキに発展した郡山工場の運動の中心的担

い手は棒心層であったし1叫，苗穂工場の場合も

「従業員同盟」結成以前に自生的な職場運動が

展開されており，この運動の担い手も棒心層で

あった109)。

以上により，運動主体として職場長，棒心層

が確認されたとすれば，我々はこれを藤田若雄

の「学歴別年功制の矛盾」の視角からは統一的

に理解できないことがわかる。特に，棒心層を

運動主体として把握する論理としては不十分な

のである。藤田の「学歴別年功制の矛盾」につ

いては第一章で検討したので， ここで改めて言

106)初代委員長を経験された小幡谷政吉氏からの聞き
取り (1981年8月20日)による。また 11小幡谷
政吉画文集・戦争と平和編Jl(秋田文化出版社一
19叩年)を参照。
107)'盛岡工場は，当局の主導で「労働組合」が結成さ
れた事例に該当するが， ここでは調査係長が初代
委員長であった。加えて，実際に担い手となった
鉄道委員の多くを，助役・作業掛が占めている。
以上については， 日本国有鉄道盛岡工場『七十年

史Jl(196:群p) 108~109頁参照。
108)前掲『焦点Jl31号の対談「昭和二十年十二月三日
! !j.並びに植村鶴吉氏からの聞き取りによる。

この対談で争議の経過に係わって. r各職場の俸
心級の人々に連絡をとって…...j. r当時俺は工機
職場の技工をしていた関係から各職場の俸心遠の
人達とは仕事の面で交渉があったからね」と報告

されてある。
109)注105に同じ。

及する必要はないが，職場長が工場における運

動主体として登場する理由を「学歴別年功制の

矛盾」を適用して，具体的に指摘しているので

見ておきたい。

「国鉄労働組合運動は，旧文官試験(今日の六級職

試験)合格者の東京大学出身者に対する反抗運動と

常に結合していた。すなわち，国鉄労組の中心部分

は，国鉄教習所出身者が中心となった運動で、あり，

これが中軸となって，技師職員の文官に対する反抗

運動，東大出身者に対する私大出身者の反抗運動が

結合している。jllO)

分析の限定上であろうが，藤田は教習所出身

者として，工場でいえばまだ技工にあるものか

ら上は職場長，本場係長の職にあるものまで含

めて運動主体をとりあげている。この視点は労

働問題を教育問題として，教育を通じた社会，

工場の分業体制への取り込みの矛盾として捉え

たものである。これをより一般的に言えば，理

念としての平等と役割構造形成における価値の

一元化(不平等)の問題となるが， このように

把握すればまた違った位相で棒心(作業集団の

非職制代表)の運動主体としての存在を管理に

対する労働の問題として捉えることができるの

である。しかし，藤田はこれを基幹従業員と中

途採用者の対抗という労働者内部の問題に還元

し，棒心を運動主体として論理化することをネ

グレクトさせたようである 111)。

110)藤田若雄『サラリーマンの思想と生活Jl(東洋経

済新報社， 1959年)227頁O
111)この点に関係して，藤田の理論仮説と具体的分析
の異同に触れておきたい。藤田が氏原正治郎「大
工場労働者の性格j (日本人文学会編『社会的緊

張の研究』有斐閣.1953年〉の影響を受けながら，
「基幹工」・「中途採用者」・「臨時工」の概念を設
定し，学歴別年功的労使関係論を完成させたの
は，大河内一男・氏原正治郎・藤田若雄編『労働
組合の構造と機能Jl (東京大学出版会， 1959年)
の序章「理論仮説と調査方法」においてであっ
た。しかし，藤田はこの中でrN鉄道M修理工場」
(国鉄松任工場)の職場闘争の調査研究(第一編
第二章第二節)にも直接参加しているが(執筆は
佐藤進)， ここでの分析視角と序章の「理論仮説J
とは一致しでいなか9た。すなわち，松任エ場の
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ただ，藤田の論理を批判する際にも次の点に

は留意しなければならなL、。すなわち，基幹従

業員と棒心との関係，あるいは熟練工の応召と

外地派遣のなかで，基幹従業員とはいかなる存

在になっていたかで、ある。そこで我々は初めに

「基幹工」の内実を中心に工場を構成する労働

者の社会的性格を，次に職場長を中心に職場の

管理組織を，一最後に棒心を核とした作業集団を

分析し，職場民化主運動，すなわち経営体の再

生過程を担った層の職場の歴史内在的な性格を

解明しようと思う。

2 労働者

① 階層制

鉄道部内の身分制は大戦時に大きく変わって

いた。勅任官一一奏任官一一判任官一一(鉄道

手)一一雇一一傭人の階層構成中，雇，傭人は

1941年(以下，西暦は41年と略記する)以降資

格要件の緩和の方向で何度かの改正がおこなわ

れた後，戦争末期の45年7月に傭人は廃止にな

り，労働者は試傭期間を過ぎれば全て雇になる

ようになっていた。ただ， 43年5月の通達で

「雇員採用の資格要件の学歴が1年引き下げら

れj112)，大宮工場では昭和19年以降傭人の該当

分析では， 1"熟練基幹工グノレープ」 と 「非熟練基
幹工グループ」の対抗関係の枠組で職場闘争とそ

の主体を捉えていたが， ここでいう「熟練基幹工
グノレープ」 とは「中途採用者」や「臨時工jに対
置された意味でのものではなく，作業掛や一級技
工=棒心の「職制もしくは事実的に職制化せる」
ものを指していた。これに対応して「非熟練基幹
工グループJとは，勤続10年位に達し，技術的に
は一級技工に匹敵するが， そこに昇進していない
層を中心とするものであった。これは確かに，学
歴別年功的労使関係の原型が解体期に入った段階
の分析であるから，原型の枠組が適用できないの
は当然といえるのかもしれなし、。しかし原型の
概念枠を応凋した「熟練基幹工」なる概念には意
味はなく，単に末端職制，これに準ずる者とその
支配下の労働者の対抗で表現し尽されてしまうで
あろう。主体の分析は，棒心またはこれに準ずる
者が作業集団をどのように反映しているか， 実質
的な作業集団とそのトップはどラであったのかの
視点からおこなうべきであったろう。

112) 日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史~10 (1973年〉
305頁。

者はいなかった(表8参照)。傭人制の廃止に

並行して， これまで判任官待遇というだけで正

式な身分ではなかった鉄道手が43年4月に「鉄

道手任用規定J113)の制定により正式の身分とな

った。これを傭人制の廃止にともなう身分制の

弛緩の補強と考えることもできるが，こうした

政策的意図が当初あったとしてもそれは長く保

持されなかった。この点は，大宮工場の階層別

人員構成(表8)の鉄道手の人員の推移をみれ

ば明白であるが， この経緯を理解するためには

42年11月の鉄道省官制改正，これにともなう

「鉄道監，鉄道官又ハ鉄道官補ノ任用ニ関スノレ

件jlU)から始めなければならないo

この改正は行政簡素化実施のため，本省と鉄

道局，事務と技術を問わず官名の統ーをおこな

ったものである。これにより，勅任官は鉄道

監，奏任官は鉄道官，判任官は鉄道官補に改め

られたが，敗戦直前の45年3月にはさらにこの

下に副鉄道官補が設けられることになった。こ

れは r大東亜戦争ニ際シ臨時ニ運輸通信省ニ
副鉄道官補ヲ置クノ件J15)が公布されたことに

よるものだが，その選抜の基準は注目すべきも

のであった。すなわち r陸連部内において 2
年以上勤続した鉄道手・雇員または傭人で戦時

輸送確保上重要なる職にある者jl聞というので

ある。これは，鉄道手，雇，傭人の身分上の差

異に拘らず， r重要なる職」如何で恩給法の適
用を受ける待遇官吏の地位に就けることを意味

する。それ故，これによって工場の労働体制は

既存の身分階層制にこだわらない労働本位，実

力本位の体制に切り替えられたということがで

きる。しかし， この体制も数ヶ月後に敗戦を迎

え，新生日本への改革の一環として副鉄道官補

を含む官吏制度も改正されることになった。こ

れまでの鉄道監・鉄道官・鉄道官補の名称は廃

止され，技術系統のものは運輸技官一級・二

113)前掲， [日本国有鉄道百年史~ 10， 307頁参照。
114)向上書， 300頁参照。
115)向上書， 301頁参照。
116)向上書， 301~302頁。
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表8 大宮工場階層別人員構成

年度 |勅任官|奏任官|判任官 l鉄道手 I(見習長含む)I需l受l需3受|合 計

昭和17 13 129 349 1，295 93 2，153 4， 032 

。18 1 11 113 438 2，187 88 80.6 3，644 

~ 19 1 13 322 210 2，982 3，528 
(工場技工)
2，380 

ク 20 12 429 368 3，950 4，759 
(工場技工)

c1級官)(2級官)(3級官) 3，206 
ク 21 1 20 892 29 4，321 5，2河33

(工場技工)
c1級官)(2級官)(3級官) 3，575 

ク 22 1 21 954 29 3，991 一 4，996 
(工場技工)

c1級官)(2級官)(3級官) 3，230 
ク 23 1 37 871 5 3，769 4，683 

(工場技工)
3，183 

出所:日本固有鉄道大宮工場『七十年史~ (1965年)249頁。

級・三級にそれぞれ統ーされた117% ここで特

筆すべきは，副鉄道官補もこれに伴い運輸技官

三級となったことである。これによって鉄道官

補と副鉄道官補は運輸技官三級と今では同列に

並んだのである。

以上，我々は本稿が対象としている時期まで

の身分階層制の推移をみてきたが，この変化を

身分制の補強・強化などと理解することはでき

ない。先の正式な身分として新設された鉄道手

も副鉄道官補にとって替わられたのである。工

場の現場職場に限っていえば，敗戦直前の身分

編成は鉄道官補と副鉄道官補，これに該当しな

い鉄道手，雇から構成されていた。敗戦後に至

つては，現場職場では表8からわかるように三

級官と雇(鉄道手はほとんど無視してよい人数

である)のニ層に身分階層が単純化していた。

我々はここに，職場の編成原理における戦時合

理化118)が激しく進んだ様を理解することがで

11わ前掲， W 日本国有鉄道百年史~10， 302~303頁参照。
118)孫田良平氏は戦後の「労働組合」が「工職混合」
になっtd浬由(それを可能にした背景)として，
「社員・職員の『労働者』化」をあげ，この問題
に全般的広言及されている。孫田良平「戦時労働
論への疑問J(W 日本労働協会雑誌~ 76号， 1965年
7月)参照。

きる。それは，身分編成原理が上位平準化と実力

本位の労働編成によって崩壊したということが

できるのであった。戦後初期の職場民主化運動

は，この身分編成原理の崩壊，職場長119)以下棒

心まで身分的には階層制のない職場環境のもと

で生起したことは留意されなければならない。

職場の身分編成，すなわち制度化された階層

秩序は，これまでみてきたように上位平準化に

帰結していた。そこで次には，棒心以下の現場

労働者の制度化されていない階層関係を勤続年

数という媒介によって検討する。 これは， r基
幹工」と「中途採用者」の内実の吟味ともなる

ものである。

② 「基幹工」

初めに，国鉄全体の勤続年数別人員から検討

する。表9はこれを示したものであるが，戦争

後半は統計がとられなかったためか昭和14年か

119)職場長以下棒心まで三級技官で同一であることを
いったものだが，実tお職場長には例外があった。
後にみるように、職場長に昇進する経歴には何層
もあり， この内本省採用の上級技術者が主幹職場
を担当する頃には， 旧高等官(ここでは運輸技官
二級)に昇進していた。
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ら昭和21年に大きく飛んで、いるとはいえ， この

表からも戦時過程が進むにしたがって平均勤続

年数の減少したことがわかる。敗戦から一年後

の昭和21年7月1日時点では，平均勤続年数

7.5年と最も短かくなっている。敗戦から一年

の聞に一方では復員者が帰り，他方では労働市

場の統制が解かれ，熟棟工が賃銀の高い民間工

場に移動していったと考えられるから，相殺し

て敗戦直後の平均勤続年数もこれに近いもので

あったと考えられる。同年度の人員はその56パ

ーセントが勤続5年未満に属し，勤続10年以上

の者が極端に減少しているのがわかる。これは

特に勤続10年以上20年未満層に顕著で，総人員

が昭和14年度に比して倍以上になり，比率が減

少した階層で、も絶対数は増えているなかで， こ

の階層だけは絶対数においても大きく減少して

いるのであった。すなわち，総人員が激増して

いるなかで労働者の中堅部分が絶対的にも相対

的にも大きく減少していたのである。

これを大宮工場でみると，事情は要請される

労働のあり様からして若干異なっている。工場

全体の平均勤続年数を直接示す資料はないが，

鋳物職場のそれは，表10のとおりである。平均

勤続年数は6.5年と国鉄全体の 7.5年よりもさ

ら応短いが， これは鋳物職場の勤続年数別人員

をグラフにした図3から一見しでわかるよう

表10 鋳物職場平均年齢・平均勤続年数
(昭和21年7月1日現在)

¥¥¥| 人 員 | 平均年齢 1:均勤霊
事務所 26 34. 1 14.7 

井沢組 50 23.4 4.9 

中島組 28 22.8 4. 1 

武藤組 18 (19) 27.2 6.7 

柴崎組 26 (27) 26 6.3 

佐武組 37 (38) 26. 5 5.9 

篠田組 23 (24) 28.5 10.4 

長島組 49 (51) 25 4.6 

紳回組 25 (28) 28.4 6 

野本組 23 (24) 25.6 4.7 

高野組 18 (19) 20.4 3.7 

山崎組 36 (37) 26. 9 6.4 

全体 359(369) 26.2 6.5 

出所:r昭和21年度鋳物職場組別人員表J(神田貞次郎
氏蔵)より作成。

注 "括弧内の数字は生年月日，就職年月日が不明な

ものも含めた組の総人数である。

に，勤続10年以上の高勤続者が少ないためであ

って，勤続5年未満層は全体の43%で，国鉄全

体の低勤続者の割合 (56%)を下まわってい

る。つまり，勤続5年以上9年以下層が「基幹

工」としてかなりの比重を占めつつも，その前

後の勤続年数者が国鉄全体の動向を下まわる構

成になっていると考えられるのである。 しか

も，勤続10年以上層についていえば，その多く



'96 (316) 経済学研究 36-3 

国3 鋳物職場勤続年数別人員

(昭和21年7月1日現在〉

56 
58 

50 

40 

30 

20 
ν 
17 

ミン/

¥2  
1 

l 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11-::-2021-30 31-35(年)

出所:表10に同じ。

表11 鋳物職場勤続別年齢別人数

ぷケ¥~ ¥ 21 1221…|…|州 29l3011liH
9 1 

8 ー 1 6 6 

7 1 3 2 3 2 6 3 

6 4 3 1(1) 4(1) 5 。2 
5 11 1 。1 1 1 。

出所:表10に同じ。
注 :括弧内の数字は三級技官の人数である。

が事務所に属する助役・作業掛で占められ，厳

密な意味で作業集団を構成する棒心以下層で

は，その人数は極めて少なし?。従って，勤続2

年以下層を別とすれば，職場の労働者は勤続8

年層を頂点として逆ピラミッド型の人員構成を

している。それ故，職場の制度化されない秩序

は，この勤続8年層を中心的な核として形成さ

れていたということができるのである。

昭和21年7月1臼で勤続8年とは，昭和12年

から13年に採用されたもので，これは，応召・

入営者の増加，大陸鉄道への転出などにより熟

練工が減少したのに対応して，大量に採用され

た時期にあたる。次にみるように，この事態へ

3(1) 1 2 7(4) 。2(1) 16(6) 
10(5) 6(4) 5(4) 1(1) 11(5) 7(4) 1(1) 54倒

2(1) 2 2 2 3(2) 4(3) 35(6) 

1 2 2(1) 1 3 28(3) 

1(1) 3 。。2 1 22(1) 

の本格的な対応として養成制度を強化したの

は，翌年の昭和14年からであるから，この前年

に採用された層が「基幹工Jとして職場の中心

を占めていたことになる。それ故，勤続8年層

と7年以下層の聞に，養成制度による陶冶の媒

介の有無があるわけで、，ある傾向性として二つ

の階層に労働意識をめぐる差異があったと考え

られよう。

そこでまず，勤続8年層を中心にその年齢状

況を検討して， これらの階層の入職時の経歴に

どのような差異があるのか間接的に分析してみ

ようと思う。表11は事務所に属する者を除いた

勤続9年から 5年までの現場労働者の年齢別の
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人数を示したものである。勤続8年層が特別な

堆積をしていることは先にみたところである

が，その年齢別の内訳をみると入職時にかなり

の経験を有する者が採用されていたと推定され

る。それは，この層がその上の勤続9年層に比

して若い年齢で入職しながらも， 27歳以上では

その半数以上が棒心ないしこれに準ずる者(副

棒心)として三級技官になっているからであ

り，また勤続7年層と比べると，勤続年数1年

の差以上に熟練工としての質的水準の高いこと

を，棒心になっている人数の多さが間接的に示

しているからである。このことは，鋳物労働者

の労働市場の考察を要請しているので，次に簡

単に触れてみたし、と思うが，その前に前章にお

いて検討した格付級別の平均時給から窺える職

場別の勤続年数度を考察して，鋳物職場の特殊

性の有無をみておきたい。

表12平均時給による職場別勤続年数度
(1946年8月現在)

1 級 3 級 職場平格付
主要職場

時給 均時給 総人員

営繕Z 3.36 7 I 1. 62 19 1. 63 88 

工具L 3.35 5 I 1.62 59 1. 94 133 

利材R 3.20 3 I 1.65 65 1.66 110 

貨車G 3. 13 7 I 2.01 48 1.93 131 

塗工P 2.76 8 1.69 61 1. 78 102 
第二製綾B22.65 7 1.84 54 1.81 102 

機関車E 2.62 25 1.78 180 1.76 441 

客車C 2.55 20 1.83 77 1.85 209 

鍛冶S 2.35 7 1.68 53 1.74 117 

第一製耀B12.34 33 1.92 111 1. 85 294 

電機O 2.32 14 1.60 74 1.65 140 

自動車J 2.30 3 1.48 61 1. 51 152 
旋盤M 2.28 28 1. 69 139 1.74 329 

ヱ機K 2.16 16 1.63 94 1. 64 243 
製材W 2. 12 7 1.53 30 1.56 118 
鋳物F 1.94 25 1. 79 145 1.71 332 

出所永松篤「運輸省大宮工機部に於ける格付による
加給配分銅UJ (1'日本能率』昭和22年2月号所
収，日本能率協会)第7表より作成。

注 格付組は6級まであるが，収録は 1級と 3級の
みに限定した。また，職場も主要なものだけで
ある。詳しくは表7を参照。

表12は主要職場を格付1級の平均時給の高い

方から並べたものであるが，鋳物職場はこの中

で一番下に位置している。同職場は工場の中で

は最も高勤続者を擁しない職場というわけで，

これだけでも特異な性格の職場であったことに

なる。ただ，作業において中堅をなす3級者の

平均時給では，逆に上位に位置し，職場の平均

時給でも全職場の平均(1.75) より少し低い

1.71であるから，単に職場の平均勤続年数で一

括してみれば，ほぽ工場の平均に近いものにな

っているはずである。多くの職場に勤続年数が

長く，時給額の多い熟練者が一定堆積している

と想定されるのに対して，鋳物職場は勤続年数

が低く，か勺近似の勤続年数者によって構成さ

れる職場なのである。この結果はまた上にみた

とおりであった。そこで r基幹工」の内実如
何とし、う課題とあわせてこの特殊性のよって来

たる労働市場の分析を次におこなう。

③ 労働市場

!労働市場は昭和恐慌を契機に，大企業におい

ては横断的な労働市場から企業封鎖的な労働市

場に移行したといわれる 120)。これが事実であ

るとしても，封鎖性が大戦中でも引続いて維持

されていたとは考えられない。戦時中の熟練工

需要の逼迫は，養成制度の確立した大企業にお

いてもこれを賄える状態ではなかったからであ

る。このことは，明治末から養成制度を設立

し，以後中断することなく養成を続けてきてい

た大宮工場においても同様であった。

そこで，鋳物労働者の労働市場に入る前に，

大戦時の労働市場を反映させているー資料をみ

ておきたいと思う。表13は1950年12月に当時の

政治経済研究所がおこなった「大宮工場労働力

構成実態調査報告」より引用したものである。

調査時点は，我々が取り扱っている時期より数

年後のものだが，この時期は採用を手控えてい

たから(表3参照。昭和20年の採用分は敗戦後

120)隅谷三喜男編『昭和恐慌その歴史的意義と全体
像~ (有斐閣， 1974年)268~273頁参照。
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表]3 大宮工場に就職する以前の職業別分類表

職 種 J!U % 

工 員 766 30.1 

鉄 道 員 18 0.7 
農 業 268 10.5 

官 公 吏 7 0.3 

会社事務員給仕 63 2.5 
職 人 122 4.8 
商 人 49 1.9 
土 木 業 2 0.0 
人 夫 3 O. 1 
自動車運転手 8 0.3 
軍 人 37 1.5 
無 職 474 18.6 
学 生 76 3.0 
そ の 他 38 1.5 
無 記 入 617 24.2 

言十 2，548 100.0 

出所:政治経済研究所「国鉄労働者の労働者としての

二つの性格一一大宮工場労働力構成実態調査報

告の一部一一J(IF政経調査月報JI26号特斡，
1951年8月所収)

の生産状況から考えて敗戦前のものと考えられ

る。それでも，定員法前までに 415人の採用者

があったが， これは調査時点の技工手総数の一

割強にあたる)， この資料によっても基本的な

労働市場のあり様を分析できるであろう。

調査は大宮工場の15職場に属する技工手

3，390人(技工手総数は3，670人)のうち1か

ら，調査用紙の回収された 2，585人のヱ場に就

職する前の職業別分類である。「無記入J617 

の多さが気になるが，この分類で何よりも注目

をひくのは「無職」の 474である。これは，ー

且職に就いてから失業していたのか，学校を卒

業したあと一度も職のないままであったのか不

明であるが， 1学生」の項が76とあまりに少な

いことを考えると，後者の事例が相当数あると

判断するのが妥当であろう。この点は，表14か

ら窺うことができる。この統計は，先の日職場

の中から 300人(調査回答者2，585人の中には

含まれない)を選んで面接調査をおこなったも

のの一部で，面接者の実家が農家であるか非農

表14類別職歴調

すぐ 自家の 他の職 同種の
国鉄に 農商業 種から 職種か 計
就職 手伝 国鉄 ら国鉄

農家 54(58.1) 18(19.4) 11(U. 8) 10(11.7) 93 

非農家 77(37.2) 23(12.0) 55(26.7) 52(25.1) 207 

合計 131(43.7) 41 (13.3) 66(22.0) 62(21.0) 300 

出所:表13に同じ。
注 :資料では農家を五種類，非農家を四種類に細分

しているが，ここでは総合した。

家であるかの別に，入職の経路をまとめたもの

である。これによれば，最終学校を出て「すぐ、

国鉄に就職」した者が300人中 131名を数え，

比率で43.7%に達していた。これは300人の調

査とはいえ全体の動向を反映しているはずであ

るから，この統計に基づいて表13を検討し直し

てみれば， 1学生J，1無職」に加えて「無記入J

を含めると表14の「すぐ国鉄に就職」の比率

43.7%に近いものとなるのである。このように

解して両統計の整合性が保たれるのであるが，

「無職」や「無記入」を全て「学生」と解する

のは無理があるので，全体としては「すぐ国鉄

に就職」の割合は，表14の数字を下まわり三割

強とみておいてよいだろう。しかも，これが敗

戦直後であってみれば，この五年間にかなりの

戦時動員者が移動していったことを勘案すると

その比率はさらに低いものと考えておくのが妥

当である。すなわち， 1基幹工」を学卒後無経

験で工場に入札先輩の熟練を見ょうみまねで

身につけた労働者であるとすると，その数は工

場全体としてもけっして多いものではなかった

と言うことができる。

そこで鋳物労働者の労働市場であるが，空間

的には岡県下に全国的にも有数の工場数を誇る

川口鋳物業を抱えていたことが見逃せない。先

の表13において，大宮工場に就職する以前の職

業中， 1工員Jで括ったものの職種は，施盤工・

鋳物工から板金工に至る35の職種を含み，その

内訳は，・単に「工員」とのみ記した者215，旋

盤工122，鋳物工 106，仕上工81であったとい
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う。山〉鋳物工は全て鋳物職場に入ったものと

考えてよいから，昭和25年時点で同職場の技工

手総数275人の約四割が鋳物の経験工として入

職していたことになる。全員が川口鋳物業から

の移動者であるとはいえないまでも，同職場に

は川口グループが存在したというから122〉，そ

の多くは川口からの移動者と考えてよいだろ

う。

鋳物労働者の需要におけるJII口鋳物業への依
存は，戦時下の熟練工の外地への大量排出に対

応した一時的なものか，それとも古くから継続

していたものなのか問題となるところである。

この点，同職場の勤続年数と年齢の不整合(表

11参照)が勤続年数の長い部分にもみられるこ

とや表15r就職の手づる」における「知友人」
からの紹介の多さを考えると，かなりのところ

依然関係が継続していたと判断するのが妥当で

あろう。なぜなら，勤続年数と年齢の不整合

は，なんらかの経験工として入職したことを示

しているし「就職の手づる」における 「知友

人」は，同職の親方・職人などの同職的縁故と

考えられるからである。

表15就職の手づる

職 学 応
鉄道

そ 不関係者
の 計

安 校 募
新成人

他 関

農 家 19 3 21 24 43 1 1 93 

非農家 11 6 61 62 109 8 71 207 

計 30 9 81 86 152 9 81 300 

出所:表13に同じ。
注 :資料では，農家を五種類，非農家を四種類に細

分しているが，ここでは総合した。

そこで，鋳物職場の労働市場は，内部の養成

制度からの昇進者を含みながらも，中心となっ

121)政治経済研究所「国鉄労働者の労働者としてのこ
つの性格一一大宮工場労働構成実態調査報告の一
部一一J(11'政経調査月報~ 26号特輯， 1951年8月
所収ヴ 19~20頁〉。

122)児島勝氏からの聞き取り (1986年1月7日)によ
る。

て働いているという意味で基幹であったのは川

口鋳物業からの移動者であったことになる。こ

の層が，昭和14年から始まった大量養成工より
も数年勤続年数の長い者を頂点にして存在4して

いた。この性格は，鋳物職場に特有のことであ

るのだろうか，それとも多くの職場に共通のも

のであるのだろうか。この点，先の大宮工場に

就職する以前の職業中，前歴工員と答えた者が

旋盤工 122，仕上工81を含み，全体の三割に達

していたことからすれば，各職場はかなりの程

度外部の労働市場に依存していたといえるであ

ろう。ただし，特定の地域の鋳物工が多数存在

し，同職的な繋がりが強固であったと思われる

鋳物職場の特殊性は残っている。

2 管理組織と職制の性格

① 管理組織

職場の管理組織は職場長・助役・作業掛・技

術掛これに事務掛から構成されている。職場の

規模によって助役以下の管理層の人数は異なっ

てはいるが， この構成は大正末から昭和初期の

機能的職長制の導入と修正以後確定したもの

で，今日に及んでいる。鋳物職場の管理層の昭

和21年7月時点の年齢・勤続年数・給額・身分

は表16のとおりである。以下， この表に説明を

加えながら管理組織の性格を分析していきた

L 、。

職制序列は下から技術掛・作業掛・助役・職

場長の11原であるが， ここでは年功序列が平板に

貫徹しているわけではない。学歴によって様々

で，技工から出発して助役にまで昇進する例か

ら，助役から出発して工場長以上に昇進する例

まであり，学歴別の昇進制が現場管理組織に複

雑に反映している。

職場長に昇進した場合は，同工場内での平行

移動から他の工場への転勤を伴なった昇進の誌

が開けている。助役以下に留まる場合は，検査

職場や技能者養成所に移動する以外は同じ職場

に永年勤務することになる。職場長に昇進でき

る学歴は，鉄道教習所か工業学校卒者以上であ
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表16 鋳物職場管理層の身分・年齢・勤続
(昭和21年 7月1日現在)

|身分|職 務|年齢|勤続|給額

A 技官 職場長 34 12 1 級

B ク 助 役 53 27 タ

C イシ ク 45 28 2 級

D イシ タ 38 23 4 級

E ク 技術掛 24 3 タ

F タ ク 23 9 5 級

G 。 タ 27 9 84円

H タ イシ 25 8 73円

I ク ク 25 8 73円

J 雇 イシ 24 。 75円
K 技官 ク 26 8 71円

L ク 作業掛 46 33 2級

M イシ ク 47 27 4 級

N ク イ少 38 23 ク

O ク ク 50 23 ~ 

P ク ク 44 29 タ

Q ク ク 38 24 4シ

R そ少 ク 29 11 5 級

S ィシ イシ 23 6 タ

T ク ク 29 9 6 級

U ク ク 33 9 92円

V ィシ ク 27 13 83円

W タ ク 43 26 109円

出所:I昭和21年度鋳職場組別人員表」に加えて，職務
における不明な部分は，神田貞次郎氏よりの聞
き取り (1985年5月10日)による。

注 :事務掛の 3名は除いてある。

り，まれに工場附属の養成所卒者も昇進する事

例もみられるが， この場合でも夜間の工業高校

を卒業していることが条件となっているようで

ある。

助役は鋳物職場の場合，年齢・勤続とも最も

高い層となっている。これはー技工から勤続を

積み，作業掛を経て昇進したものであろう。こ

の年齢と勤続で助役であるということは， これ

以上の昇進がないと考えてよい。助役が複数配

置されている場合は，勤続を積んだ熟練工中の

熟練工と工業学校卒以上の学問的知識だけの

「技術者」との組合わせになることが多い。鋳

物職場の事例では， Dが後者の性格に近いが典

型的な事例とは考えられない123)。

これに対して，技術掛層は年齢・勤続とも非

常に低いのが特徴である。これは， 学校出の

「技術者」を採用しているためである。この事

例ではFのように，年齢と勤続を逆算すると14

歳で入職し，調査時点の直前に技術掛になった

と考えても勤続9年で昇進したことになる例も

ある。すなわち，高等小学校卒で技術掛に昇進

したと考えられるのであるが， これも勤務しな

がら夜間中学か夜間工業学校を卒業したものと

考えるのが普通で、ある。技術掛層はみな勤続・

年齢とも低いことは，勤続を積まずに技術掛に

なることと，早くに作業掛への移動か本場(機

関車課・客貨車課・調査課または養成所)勤務

に助役への昇進が行なわれているためである。

大正末の機能的職長制導入の際，従来の職工

長が選抜されて技術員となったが，作業掛はこ

の技術員の系譜に属し，職場長のスタップとし

て出発したものである。後に，作業掛と技術掛

に分化し，昭和14年に正式に掛職の名称となっ

ている。技術員から作業掛に名称は変わって

も，職場長のスタップであることに形式上変わ

りはないが，技術掛が職場長のスタップとして

職場全体の技術指導を担当するのに対して，作

業掛はいくつかの作業集団を組としてまとめ

て，作業・材量の配分から技工の勤怠を監督

し，一つの工程に責任をもっている点でより大

きな作業集団の長としての性格をもっている。

実際に，作業の先頭にたって作業をリードする

のは俸心であるが， これを現場で直接統括する

層として，作業掛は深く職場に足を置い古いる

のである。それ故， この事例にもよく現われて

いるように，作業掛層には技工・棒心を経て長

年勤続を積んだものが昇進しているのであり，

この点でも作業掛は作業集団の長としての性格

を身につけているということができる。

ラインとスタッフという言葉を使っていえ

123)以上の内容は， 神田貞次郎氏，南斉信男氏からの
聞き取り α985年5月10日 8月20日)を参考に
している。
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ば，技術掛が職場長の純粋なスタッフであるの

に対して，作業掛はラインとスタッフの両方に

属する複合的な性格のものと特徴づけることが

できる。ここに機能的職長制の独特の変形形態

がみられ，作業掛という特異な管理層を生み出

していたところに工場管理組織の一大特徴があ

った山〉。以上の各管理層の性格から昇進ルー

トを図示すれば，図4のようになる。棒心から

図 4 昇進ルート

/¥  
作業掛 4 ー技術掛

棒J心

技工

技術掛，技工から直接作業掛の例も考えられる

が，技術掛と作業掛の性格からすれば，昇進ノレ

ートの基本繰となるものではなし、。技術掛以外

の職場管理層はl'経験知」に基づく熟練者と

「学問的知識」に基づく「技術者」の組合せ

124)現場の管理組織と作業組織が融合的でかつ人の面
でも融合的であるのは， この時期の組織の一般的
特徴であるとはいえないようである。たとえば化
学産業では，平工員一副組長一組長の作業組織と
主任一係長一課長の管理組織には組織的にも人的
にも融合関係はみられない。これは，製紙業や電

機産業でも同じであ;11p。ただ化学産業では，組
長のうち優秀な者を工手に任命し，課長室勤務と
して全職場の作業監督にあたらせるなど両組織の
融合の傾向を示していた(合化労連保土谷化学労
働組合郡山支部『あすへの軌跡 1916~1965~ 1984 
年， 30~33頁参照〉。以上の相違は， 生産がどの
ように組織されているか，特に，技能的知識と科
学的知識がどのように認識され，結合されている
かによっているといえよう。なお，製紙業につい
ては，成田潔英「王子製紙社史』第4巻 (1959年〉
346頁， 電機産業については， 富士電機製造株式
会社『富士電機社史~ n (1974年)322頁を参照。

(職場長の場合は異動による交替で)によって

形成されていることがわかる。こうした管理組

織の性格は，伝統と革新を調和させた組織とい

うことができ， これも職場管理組織の大きな特

徴をなしているということができょう。

管理組織全体の性格をみてきたが，次には職

制組織において本稿の課題上重要な地位を占め

る職場長と作業掛の歴史的な性格を概観するこ

とにする。

② 職場長

職場長は教習所(普通部)と工業学校卒以上

の学歴層が担当する職務であることには前に触

れた。稀に，職工見習卒者(工場附属の職工養

成制度， 日本鉄道系の大宮工場と盛岡工場にみ

られる)が昇進する例もあるが， この場合でも

勤務しながら夜間の工業学校等を卒業してい

る。それ故，職場長は見習制度，教習所，工業

学校，高等工業， 私大(専門学校)， 帝大まで

の何層もの学歴者が担当するわけで、，それぞれ

職場長への係わり方は異なっている。一般に，

教習所，工業学校卒者は職場長への昇進が上限

であり，職場長へ昇進した後は，職場長として

他の職場へ異動するか，職場長に相当する他の

部署に異動することになる。高等工業卒者と私

大(専門学校)卒者には明確な昇進の上限があ

るわけではないが，帝大卒者とは区別され，昇

進しても中小の工場長であった。

職場の管理組織が今日の姿に完成したのは昭

和の初期である。これ以後，職場長の形式上の

役割・位置づけに大きな変化はなかったが，実

質的に果す機能は，かなり変化していた。大宮

工場の鋳物職場でいえば，昭和4・5年ぐらい

までの職場長は帝大の冶金科を卒業した技術者

で，自ら技術指導もしていたというが， この

後，職場長の役割は職場の管理に限定されるよ

うになり， これに対応するように，職場長の学

歴も冶金出の学士から徐々に鋳物とは直接関係

のない高等工業等の機械科卒者に変わっていっ
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ている 125.)。

鉄道省においては，昭和4年から作業研究と

称して科学的管理法の本格的な導入に努めるべ

く，主要工場に作業研究の独自なスタップを配

置して，合理的な作業方法の研究に取り組んで

いた。スタッフの主任には，大学出の技師が任

命されていたが，研究員には教習所や工業学校

卒者が任命されており，これらの若い層がこの

作業研究を通じて合理的な管理の理念と実際を

学んでいた。この合理的な管理を身につけた若

い層が，戦時中に昇進し，苗穂工場などでは敗

戦前に職場長になっていた。同工場では， 、作

業研究掛を経験しない者は職場長にはなれな

い、といわれる程，作業研究掛の経験は職場長

への昇進の必須の条件であった12830

以上の歴史過程は敗戦直後の職場長にどのよ

うに反映しているであろうか。我々がこれまで

にしばしば言及してきた苗穂・郡山両工場も含

めた3工場の職場闘争が発生する直前に職場長

であった者の学歴を検討して， この課題の一端

に迫ろうと思う。表17は不十分ながらこれを示

郡山

出所:大宮工場「履歴簿Ji札幌鉄道教習所普通部同窓
会会員名簿j(昭和22年6月15日現在)， 郡山工
場「職場長一覧表」並びに，当摩憲三(元苗穂
工場職場長)， 服部稔(元郡山工場職場長) の

両氏からの聞き取りによる。
注 :岩倉とは岩倉鉄道学校のことである。大宮のこ

の覧には， 4名の岩倉の他に私立東京工科学
校，中央工学校が含まれている。

125)神田貞次郎氏よりの聞き取り (1985年5月10日)
を参考にしている。ちなみに不十分ではあるが，
昭和4年就任の14代職場長は東京帝国大学工学部
冶金学科卒であったが， 昭和10年と14年就任の17

代， 18代職場長はともに高等工業学校機械科卒で
あった。

126)工業学校卒業後，商穂工場で作業研究員を経験
し職場長を勤められた田中稔氏からの聞き取り

(1981年11月20日)による。

したものである。これまで岩倉鉄道学校には触

れてこなかったが，同校は明治30年創設の民間

鉄道学校である。また国鉄との結びつきが強

く，多くの卒業生を供給していた。教育水準は

曲折を経て，大正半ばには「国鉄の地方教習所

などと同程度の学校J127)として位置づけられて

いる。この理由から岩倉鉄道学校の性格分析は

教習所の分析に含めてきたのである。

そうすると， この表から3工場ともに工業学

校以下の「下級」技術者が職場長の半数以上を

占めるようになっていることがわかる(大宮工

場の「不明J5が全て高等工業以上とは考えら

れない)。ただこの中でも， 大宮工場には国鉄

の工場中トップの地位を反映させて，本局採用

の「上級」技術者も相当数みられる。また，教

習所卒者と岩倉卒者の比率では，苗穂が教習所

卒者に，大宮が岩倉卒者に極端に傾いている。

これには説明が必要である。大宮工場の岩倉卒

者には表の注にも記したように，私立東京工科

学校と中央工学校の2名が含まれているが，加

えて 1人の岩倉卒者を除いたこの欄の 5人は

職工見習で入職した後に夜学で、修了したもので

あった。これは「工業学校」の 1人も同様で，

これを考えると大宮工場の「下級」技術者の実

態は， 自前の職工見晋卒者が夜学で職場長とな

る教育を受けた者たちであった。この点，教習

所卒者と工業学校卒者が中心となっている苗穂

工場とは好対照である。郡山工場は両工場の中

間的な構成である。

このような相違があるとはいえ 3工場とも

岩倉卒者や大正末に卒業生を出した教習所普通

部，各地の工業学校の初期の卒業生が戦時中に

職場長に昇進して敗戦をむかえていたのである

(大宮工場ではこの層は，昭和16年から20年の

聞に職場長に昇進している)。本局採用の高等

工業卒者や帝大卒者は「渡り職場長」といわ

れ，主に主幹職場を短期間経験して昇進してい

くシステムになっていた。

127)日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史JI5 (1972年〉
334頁。
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以上の分析を小揺すれば，職場長の基本的機

能は昭和初期の作業研究を転期に技術指導と管

理から管理に限定されるようになっていた。こ

れに対応して，職場長の学歴は管理層としては

低学歴に切り替えられていたということができ

る。ここからこの期の職場長の二つの性格が指

摘できる。一つは，管理者として特化すること

によって機能的な合理性が要求されるようにな

ったことである。これに対応して， この時期の

職場長は作業研究の精神を体現して，機能合理

的な管理者として自己形成を遂げた層であっ

た。二つには，教習所普通部卒者や夜間の専門

学校出の職場長に典型のように技工層と出自を

同じくしていたこと，この面で技工層と社会的

意識を同じくする層が職場長に昇進していたこ

とである。前者の性格は，戦時の職場管理を反

省しての職場改革運動としての「労働組合」運

動へ，後者の性格は，職場改革運動を超えた社

会改革運動にまで職場長層が係わっていった精

神的な背景をなすものといえよう。

③ 作業掛

作業掛とは一般的な名称でし、えば職長にあた

る。車輔工場における歴史的な呼称では，職工

長・技術員・作業掛と変化している。大正末

に，機能的職長制の導入により職工長から技術

員になったところでこの地位は，作業集団の長

としての性格を失ない，その職務は職場長の分

任助手として計画・材料・進行・保守等に分業

化され，管理組織に直接組み込まれるようにな

った。これは，職長養成が困難であること，年

功職長から作業集団を解放し，学校出の技術者

が新しい技術で指導する体制をつくることをネ

ライとしたものであった。しかし，管理関係の

明確化と複雑化はすぐ修正され128) 技術員は

128)修正の理由には，分業による集団体制の非能率と
技術員聞の不統一，一人一人の技工の作業が多様
であることによる技術員の仕事件数の増大をあげ
ている(日本国有鉄道『鉄道技術発達史・第4編
IU 1958年， 1220頁参照〕。 また一般にも次のよ
うに分析されている。「テイラーの機能的職長の

作業掛と技術掛に分化して(正式な名称変更は

昭和14年)固定することになった。作業掛は職

場長のスタッフであると同時に， I組持作業掛」

とL、う言葉があるように関連するいくつかの作

業集団を直接指揮監督する者として，かつての

職長の性格を復活させたのである。

昭和12年規定の「工場現場従事員職制及服務

規定J29)によれば，作業掛の職務は作業能率の

増進と工程の計画的進捗である。具体的には，

製修品の加工及運搬方法の調査，作業方法の指

導，機械器具及材料の整備，工事の分配並に賃

請単人工の調査であった。技術掛の職務が技術

に関する調査報告と，作業集団への直接的な指

導の体制から外れて技術だけに特化したのに対

して，作業掛は正式の職務規定で作業集団指導

の全面的な役割を与えられている。といっても

職場組織は職場長一一助役一一作業掛・技術掛

一一技工に変化し，管理の最も基本的な要因で

ある採用・解雇・昇進昇給の権限は職場長，助

役に帰属していた。

以上は，職場組織の名目上の変遷のなかで捉

えた作業掛の公式上の性格である。その実質の

一端について，大宮工場の鋳物職場の例でいえ

ば，戦時中の作業掛には解雇の権限すらあった

という 130)。労働市場， 職場の慣習， 助役と作

業掛の勤続年数関係などにより，公式上の権限

を越えた実質的な権限の作業掛への帰属がおこ

なわれていた。

このように職長の地位と役割は，その形式と

実質ともども過渡的な性格を示し，労働者の統

概念は，現実には決して普及しなかった。この不
首尾は労働者の混乱ないし命令の一元化に違反す
ることから生じたのではなく，補助スタッフを使
って工場のさまざまな諸問題に対処することがで
きる万能的管理者を育成することができないとい
う認識から生じたのであった。J (D. A. レン，
車戸賀監訳『現代経営管理思想ーその進化の系譜
-Jl上， マグロウヒル好学社， 1982年， 157頁)
ともに，機能的職長制は組織の考え方に革新をも
たらしたものとの評価を与えている。

129)札幌鉄道局苗穂工場『工場職員便覧(昭和12年2
月)Jl所収。

130)南斉信男氏からの聞き取りによる。
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括という点で複雑な問題を抱えていたというこ

とができる。一般にも，職長の役割が注目さ

れ，職長教育の必要が唱えられたのがこの時期

の特長である。鉄道省工作局技師である山口貫

ーはこの事情を次のように説明している。

「私ハ最近ノ国内情勢ガ，従来ト比ベテ比較ニナラ

ヌ程度ニ職長ノ任務ヲ重大ナラシメ，新ラシイ範囲

ノ責任ヲ職長ト云ウ役目ニ課シツツアノレノデハナイ

カト思ウ。・…・・理由ハ何カ。具体的ニ云ェパ先ズ何

レノ工場デモ事変以来熟練工ニ比、ン，半熟練工及ピ

未熟練工ノ数ガ急激ニ増シ， ソレ等ヲ指導シ，無駄

ナク生産能率ヲ挙ゲシメノレコトガ，並大抵デハナイ

事実ヲ挙ゲネパナラナイ J131!

このように事変後の労働市場の特徴から職長

の重要性の増大を説明したのら一般的にも職

長の役割を次のように説明してその理論化に努

めている。

「米国ノ実情カラ、ンテ，作業者ト企業家トノ仲介的

存在トシテ，職長ノ任務ヲ極メテ重ク見テ居ノレ事ニ

気付ク。熟練工以下ノ作業群ガ如何ニ優秀デモ，若

シ，優能ナ職長ガ居テ会社ノ意志ヲ充分俸エノレコト

ガナカッタラドウシテモ充分生産能率ヲ発揮出来ナ

イ。優秀ナ作業群ヲ高級ナ工作機械ト仮定スルナラ

に職長ハ刃物類ノ如キデアノレ。コレガ最近特ニ職

長ノ重要性ヲ認メル理由テ、アノレ。J132)

職長の重要性が注目されたのは，熟練工の排

出という特殊事情にもまして，経営組織と作業

組織を媒介する機能を担うものとして職長に普

遍的な位置づけが与えられたことによるもので

あることがわかる。作業組織の生産的機能の充

分な発揮は，ひとえに職長の管理能力によると

断言する程にこの地位が注目されることになっ

た。鉄道工場の作業組織に作業掛として，かつ

131)山口寅一「技能者養成問題トシテ次ニ来ルベキモ
ノハ何カ(其ノl)J(~工業ト経済~ 94号， 日本工
業協会， 1940年10月， 6頁)

132)山口貫一「技能者養成問題トシテ次ニ来ルベキモ
ノハ何カ(其ノ2)J(~工業ト経済~ 98号， 日本工
業協会， 1941年2月， 24頁)

ての組長の性格をいくらか復活させるかたちで

職長の確立がおこなわれたのは， この事情に連

なるものといえよう。職長を機能的職長として

完全に管理組織に組み込むことも，かつての組

長のように作業集団に帰属させることもどちら

も生産的機能の確立にとって十分ではなかった

のである。

以上は，管理機能に係わって職長の役割が再

認識されたものということができる。 F次には，

技術上の地位の位置づけがおこなわれなければ

ならない。これを，昭和14年頃首穂工場で使用

された「工場現場員教習資料」の序言をもとに

考えてみよう。

「職場での作業推進力の重心は作業掛や検査掛であ

る。そう考えると諸君の責務は実に重大だ。然も比

等の諸君は多年現場で辛酸をなめ，困苦に耐えて来

た強聞な意志と経験を有する。それに少しの基礎的

素養を与えたなら，そしてほんの一息の勉強をして

貰ったならそれこそ『鬼に金棒』で，諸君の実力は

!日に倍し，技工指導上且つ又作業能率向上に著しき

威力を発揮するであろう。技術の進歩する今日円満

に作業を遂行するには，技術の外に充分な判断力を

必要とするが，特に現場直接の指導的立場にある諸

君に，著しくその必要を感ずるので先づその教育を

開始したのである。Jlω

職長の技工に対する指導力と係わって問題に

なっているのは，技術進歩(への対応)， 基礎

的素養(の欠如)，判断力(の不足)である。

かつて機能的職長制を導入した際の一つの理由

は，学校出の技術者が新技術を現場に迅速に導

入する体制をつくるためであった。その修正後

も学校出の技術者は，技術掛として技工指導体

制の中にありながらも，その職務規定が技術の

調査報告とされていたように直接技工を指導す

ることにはならなかったと理解されよう。それ

故 I多年現場で辛酸をなめ， 困苦に耐えて来

た強囲な意志、と経験を有する」作業掛が苦手な

133) 日本国有鉄道首穂工場『均年のあゆみ~ (1981年〉
10頁。なお「工場現場員教習資料」は， 同工場史
に序言だけ紹介されているものである。
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学術的知識を学んで技術進歩に対応すべく努力

しなければならなかったのである。この段階で

は，技術進歩の現場消化は学校出の技術者では

不可能で、，経験を有する作業掛(職長)がこの

面でも重要な役割を担うべき地位にあった。抽

象的知識を経験によって修正し，実践的知識に

おきかえること 13ペ あるいは， 長年の経験に
よって獲得した技能を未熟な労働者に説明する

言葉を身につけること，こうした媒介的・指導

的役割が期待されたので、ある。

ところで，作業掛が経営体の媒介的な管理機

能の面でも，技術の現場消化と継承の面でも重

要な地位にあることと，実際にこの役割を充分

に果したということは違う。職長教育が盛んに

主張され，アメリカやドイツの紹介をはじめと

して様々な取り組みがおこなわれたのは，多く

の問題を抱えていたからこそである。戦後初期

の職場民主化運動において作業掛が主に攻撃の

対象となったのは，戦時中の強制的な労働体制

の直接の責任を問われたわけだが， この一つの

背景には，以上の事情が底流としてあったと考

えるべきであろう。

3 作業集団の内部関係

作業集団(班)の内部関係を年齢・勤続年

数・給額の序列から考察することが，ここでの

課題である。この際，職場民主化運動にいかな

る内部関係の作業集団が， どのように係わった

かを分折の視点としたい。表18は鋳物職場の技

官を勤続年数別に示したものである。各班の技

官は棒心と副棒心であり，そのうち班のトップ

である棒心と助役・作業掛の事務所に属する長

勤続者を比較すると，勤続10年以上では全く同

数である。作業集団はこの勤続10年以上，さら

には21年以上の作業掛に匹敵する長勤続者をト

γ プにするものと，勤続8年以下の者をトップ

とするこつに分類できる。以下では，前者を長

勤続班，後者を短勤続班と呼び，それぞれから

典型的なものを選び出して，その内部関係を検

討し，運動主体の性格把握を試みることにしよ

う。

① 長勤続班

長勤続者が技官=棒心となっている作業集団

は多くない。勤続20年以上では6班(班の総数

は43)を数えるに過ぎない。ここで取り上げる

こつの班は， 48年までの激動期に棒心が現場委

員か「組合」の中央委員であったか否かによっ

て選択したものである。S-K班(表19)は前者

の例であり， M-1証(表20)は後者の例であ

る。この対比的な事例の分析から，職場民主化

運動の主体把握をおこなうことには充分留意が

必要で、，これまでの分析との関連でいくつかの

示唆を汲み取る程度に止めなければならない。

表18勤続年数別技官数

¥竺とI3 
組

事務

出所:表16に同じ。

計

60M 
22 

注 :括弧内の数字は技官ではあっても棒心ではない副鯵心の者の人数を示している。

134)作業掛を長年経験した人達は， 現場経験のない者
の知識を抽象的な知識であるがゆえに役に立たな
い知識であると主張する。新しい生産手段を導入
しでも， それが有効に働くようになるためには，
現場経験のある者が勉強して消化する以外になか

ったというのである。これは，昭和30年代の体験
に基づいて語られたもの(元首穏工場鋳物職場作
業掛藤田春雄氏からの聞き取り(1985年10月16日〕
による)であるが， 当時も同じ事情であったと思
われる。
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表19 S - K班

¥¥|身分|年齢|勤続|給 額

@ 技 官 44 27 90円

b 鉄道手 48 34 110 
c 雇 27 8 76 

d ク 32 8 76 

@ 。 21 7 74 

f 。 18 。日(1)1.50 
g ~ 16 2 54 

h 。 16 2 55 

27 O 日 2. 15 

出所:表16の資料と「鋳物支部現場委員会議事録」よ
り作成。

注 : (1)日給1円50銭を示している。
その他は月給額である。これは以下の表にお

いても同様である。

なお，丸印のついたものが現場委員の経験者

である。

表20 M - 1班

¥¥|身分|年齢|勤続|給額

a 技官 44 23 90月|
b 。 28 8 80 
c 雇 25 7 75 

d ィシ 18 3 57 
e ク 17 2 46 

f ク 34 7 79 

⑧ ，チ 20 。 63 

⑥ ク 28 9 77 

出所:表19に同じ。
注 :丸印のついたものが現場委員の経験者である。

S-K班の内部構成で特徴的なのは，技官a

と鉄道手bとの関係である。 bは年齢・勤続年

数ともにaを上回っているが作業集団の長では

ないのである。しかし，給額では鉄道子bの方

が上で，身分・職務の逆転にも拘らず給額は，

年齢と勤続に対応した額になっている。 S-K

班では a，bの長勤続者の下に現場労働者の

中核をなしていた勤続8年の者と短期養成第一

期の勤続7年の者が位置を占め，その下に入職

して聞もない低年齢者の三層から構成されてい

る。第三層には，班の中ではかなりの年齢者も

みえるが，まだ試傭(給額が日給であるのはこ

れを示している)の段階で低年齢者と同様班に

おける地位は低い。

M-I班は技官が二名で， このうち年齢・勤

続とも高い者が作業集団の長となっている。技

官bは勤続8年で副棒心であるが，短勤続班で

はこの層が棒心の地位にあった。 M-I班でも

棒心の長勤続者に続いて，勤続7・8年者と勤

続2・3年の若年者の三層を抱えているが， S 

-K班と違うのはこれに加えて技官bに匹敵す

る勤続者を抱えていることである。これは，兵

役により職場を離れていたために昇進・昇給が

遅れた者と，敗戦後他工場から移ってきた経験

工の例がみられる。これを含めて班の構成は，

困層と考えられるのである。

内部序列の原理はどのようになっているであ

ろうか。この点を給額から検討しよう。 S-K

班では，給額は勤続年数との相闘が強く，それ

は身分・職務上の差異を越えて貫徹している。

これに対してM-I班では，給額は勤続・年齢

とはともにきれいな相関を示しておらず，数字

だけでいえば，勤続年数に年齢を加味したもの

になっているといえよう。この評価は，入職時

の熟練度の相違を捨象しているばかりか，兵役

による空白期聞を考慮に入れていない点で，数

字に現われた現象の相関関係でしかない。しか

し，両班の相違は明白で，特にS-K班は勤続

年数による給額序列という原理が，現象を貫徹

している。

そこで，個人的な資質や思想は捨象して作業

集団内部でうけとる地位・境遇から現場委員を

問題にすれば，給額における勤続序列は保たれ

ながらも，職務序列においては一種の実力主義

が適用されている S-K班では，作業集団のト

ップが現場委員として登場していることが注目

される。ただこのようにいったとしても，棒心

aは次に分析する短勤続性の例とは違って，鉄

道手というかなりの高齢者にかわっての棒心で

あり，棒心自身も長勤続者であった。また e

はS組において何度も現場委員に選出され，現

場委員会副委員長，労組青年部長，後には執行
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委員になるなど青年層の代表として活躍してい

るが，これは昭和14年に始まった短期養成工の

第一回修了者であることも注目される。

M-I班において現場委員として運動を担っ

たのは， g (現場委員会書記長，国鉄労働組合

本部共闘委員)， h (現場委員会副委員長， 書

記長)で，兵役により昇進・昇給の遅れた者と

中途入職者というよりは経験工として入職した

ばかりの者であると考えられる。我々は先に

「三級官問題」に触れて，兵役による昇進・昇

給の遅れたものが地位の回復を求めて「労働組

合Jを動かしたこと，またその運動のエネルギ

ーの一つであったことをみておいたが， M-1 

班の現場委員の例はこの典型をなしているもの

ということができる。

以上，長勤続班における運動主体は，ある秩

序を保ちながらも実力主義が集団に貫徹してい

てその活力の頂点からの流出と，あるべき「年

功」秩序の回復を求めてのエネルギーの発現と

に類型化することができるであろう。

② 短勤続班

技官=棒心の勤続年数が短い班として例示す

るのは， E-H班(表21)とK-H班(表22)

である。長勤続班と同じように，前者は障心が

現場委員となっている例であり，後者はそうで

はない例である。両班の分析に移る前に短勤続

班を棒心の勤続年数9年以下とすると総数は31

班である。このうち22班が前者に属し 9班が

後者に属する。これに，技官=副棒心が現場委

表21 E - H 班

¥¥|身分|年齢!勤続|給額

⑧ 技 官 27 8 83円

@ 雇 29 6 79 
@ タ 23 6 71 
d ィク 19 4 63 

e ク 21 6 67 

f 。 17 3 49 

出所:表19に同じ。
主主 丸印のついたものが現場委員の経験者である。

表22 K - H 班

¥¥l身分|年齢|勤続 l給額
a 技 官 29 6 81円

b 雇 24 6 72 
@ イシ 33 6 81 

d イシ 34 20 82 

e ク 23 7 73 

f 鉄道手 45 14 105 

出所:表19に同じ。

注 :丸印のついたもが現場委員の経験者である。

員となっている班が二つあることを考慮する

と，短勤続証では大多数の班が作業集団の上級

者を現場委員として選出していたことがわか

る。

E-H班は勤続8年の棒心をトップに，以下

6年 4年 3年と均一的な勤続年数の下向を

辿っている点で，内部序列の整然とした班であ

ったと考えられる。ただ，少しの差とはいえ低

年齢者が棒心になっていることが，内部序列の

自然的な整然さを満たさないものにしている。

給額はほぼ勤続年数に照応した上がり方になっ

ている。 J勤続が同年数の場合でも給額に差がみ

られるが，これは，入職時の経験度の相違に基

づく初日給の差によるか，入職後の習熟度・勤

怠の差によるものか，あるいは直接年齢を加味

したものかのいずれかである。ともあれ，給額

の序列は表面的には勤続年数に年齢を加味した

序列になっている点で， 自然なものであった。

K-H班の内部構成はE-H班とは対照的で

ある。棒心の勤続年数は6年と最も短かく，年

齢・給額どれをとっても作業集団の長としての

地位に適したものではなかった。 d以下の長勤

続者が相当の給額に達しながらも，班の下位に

名があることからすれば a，b， Cの勤続6

年組と d以下とは，兵役の有無によって区別さ

れるものであろう。そして残ったa，b， C に

ついていえば，その序列は理解できる偏差の内

にあり，給額も表面的には年齢と身分が加味さ

れた形になっている。だが，班としては大きく

二つに分裂し統合を欠いていたということがで
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きる。

そこで，両班の現場委員の分析に入る前に短

勤続班の棒心の地位を，二つの類型(現場委員

経験の有無)別に細かく分析すると表23のよう

になる。両者の相違は明白で，棒心が現場委員

となっている班では勤続年数，給額のどちらか

で少なくとも一位にあるものがほとんど全てで

あり，両基準で一位であるものも半数を超えて

いる。他方の証では逆に，どの基準においても

一位にないものが全体の多数を占めている。す

なわち，棒心の地位は，前者においては安定的

なもの，後者にあっては不安定なものというこ

とができる。

表23 短勤続班の棒心の地位と現場委員経験

¥¥  
勤続年 勤続年給額に どれも数・給おいて数にお一番で 計額とも
一番
いて t1. t，l:¥，、

一番 一番

棒心が現場
12 2 7 1 22 委員の班

棒心が現場
委員とならな 2 2 1 4 9 
かった班

出所:表19に同じ。

さて， E-H班は短勤続班にあって，棒心が

現場委員となった典型的な班の一つである。 b

は鋳物支部成立時の委員長であり，技官aは

二・ーゼネスト後の委員長である。ちなみに，

eは「国鉄従業員組合準備会」に名を連ねた一

人であるが，現場委員にも組合中央委員にも選

ばれていない。またaは，有力な作業掛候補と

みられ，後に作業掛に昇進しているので当初か

ら職場の中心人物であったといえる。ところ

で， E-H班が属するE組からは，二つの班を

除いた五つの班から交互に棒心が現場委員とな

っている。 E組は鋳物職場最大の組で，これに

対応して現場委員会委員長を一時期を除いてこ

の間E組出身者が勤めており， r職場改善運動」
の中心的地位にあった。 E組全体が現場委員を

棒心が担う体制にあったので、ある。

K-H班もまた逆の典型的な班の一つであ
る。この班の現場委員経験者Cは，初期の職場

運動以後の48年3月に初めて選出されたもの

で，中心的な現場委員ではなかった。これは，

K組全体の特徴でもあった。 K組は五つの班か

らなる総数28人の中規模の組で，各棒心は全員

勤続8年以下の典型的な短勤続班から構成され

ていた。また，全棒心が勤続年数・給額ともに

班員に同等者か上位者を抱えて不安定な地位に

あった。そして，現場委員を各班の順番で形式

的に選出しているところがあり，どの班からも

積極的な職場運動の担い手を生み出していなか

った。

③小括

我々は作業集団=班を，棒心が長勤続者であ

るか短勤続者であるか，職場活動に彼らが積極

的に関与しているか否かの基準から四つの班を

選び出し，その内部関係を検討してきた。鋳物

職場は棒心の勤続年数の短い班が多いこと，そ

して， これらの班の棒心が現場委員となってい

る例の多いことが小括の前提である。だがこの

前提にも拘らず，棒心が長勤続者であれ短勤続

者であれ共通なのは，安定した内部関係の有無

であり，この安定した内部関係の頂点に棒心が

いる場合，彼らが現場委員となる例が多かった

ということである。これに加えて，本来棒心=

技官の地位にあるべき者(兵役により昇進の遅

れた者)の運動主体としての性格にも留意が必

要である。あるべき地位の回復のための運動参

加と，実際に実力者であることの両面が存在し

ている。

以上の小括は，先の「経営民主化運動の実態」

分析の補足となっている。そこでみたように運

動主体の性格は，現場委員会が職場民主化運動

の具体化として，人事への関与，特に作業掛の

人事に際し推薦権をもっていたことと相関して

いるといってよいだろう。職場の実力者が作業

集団を基礎にして，管理組織を監視し，さらに

これと融合する体制として現場委員会が把握さ
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れるならば，作業集団において安定した地位に

ある棒心とその地位にあるべき者が，現場委員

となったことはよく理解できることである。結

果として，勤続8年前後の者に職場の実力者が

多かったことになるが， これはこの層に川口鋳

物業からの移動者がかなりいたことと無関係で

はたいという 135)。 この点で， 層としての運動

主体も作業集団の内部関係だけでは捉えられ

ず，同職的な連帯や人脈， 伝統136)が問題とな

ってくるのであるが，本稿の分析は，我々の関

心に基づく「事実」の一つの整序としてのみ理

解されるべきもので，当初の課題設定に制限さ

れたものである。

五 展望一一労働史と経営管理史の課題

我々はこれまで，敗戦後三年間の経営内部の

労働運動の軌跡と経営体の再生過程を，諸主体

の歴史=構造的な行動様式に注目しながら分析

してきた。それ故 1労働組合」運動も経営体

の問題に直接係わる水準で取り上げ，その職場

レベルの運動に視点を定めてきた。これは課題

の限定に伴なうものではあったが，一つには，

「戦後初期労働運動の実体」を， 自生的に起っ

たと理解される「職場改革運動」とこれを基礎

に理念的に組織された「労働組合」の二面にお

いて把握し，運動の基底となる前者の，経営の

歴史=経営構造的な理解をめざしたからであ

り，二つには， この課題の方法的基礎として経

営体を，実体的には作業組織(作業集団)と管

理組織の，それに支配的な行為規範としては，

管理組織に体現された機能合理性と，はじめに

「労働意識」と表現したものをこれまでの分析

135)南斉信男，児島勝両氏からの聞き取りによる。
136)児島勝氏によれば， 鋳物職場出身の中央委員・執
行委員であった杉崎幸蔵氏が， 川口グノレープの中
心人物で， かつ戦前からの総同盟の組合運動家で、
あったという。氏は.JII口のどの工場で働いてい
たかで職人の腕をつかむ程仕事に熟知しており力
量があったというが， 作業掛にはならずに労働運
動，市会議員の活動に専念している。

を踏まえて言い直した作業組織に体現された人

格主義137)との複合と捉え， この両者の媒介・

調整・制度化の歴史とその論理を把握すること

が重要であると考えたからである。付け加える

と，作業組織の構成員が相互にいかなる関係を

結んでいるか，すなわち，いかなる自生的な慣

習(行為規範)を生み出しているかがこの媒介

の基底であり，これに規定されて管理組織の政

策 (慣習の制度化・意味づけ138) ・管理の正当

化)が存在すると考えたのである。本稿は，こ

うした構造にある経営体の時代の変革期におけ

る断面分析であり，この断面の中に歴史，主体

の歴史を見い出そうとした試みに過ぎない。

さて，我々がこれまで実際に分析してきたこ

とは経営民主化運動の主体と， この主体が形成

した組織の性格と， これに対応した経営民主化

運動の実態であった。ここでは，以上の内容を

簡単に要約し，そこに潜む理論的な諸問題を指

摘して今後の課題を明らかにし，展望とした

L 、。

まず初めに，職場段階の民主化運動の主体と

しては，作業集団のトップである棒心と現場管

理層のトップである職場長が層として確認でき

た。職場長は種々の経歴によりiその性格，職

137) r人格主義」なる用語は， 機能合理性が経営体の
効率的な運営というある主観的に設定された観点
からの分析的な人間評価を特徴としているのに対
置して， 非分析的・自生的な評価を象徴的に表現
したものである。また，機能合理性が管理組織の
規範原理であるとするのは.r人間関係論」を包括
しえない点で不十分とする向もあろうが， 人間関
係原理も機能合理性の補強としてのみ有効である
ことを考えれば，管理組織の中核的な原理は機能
合理性とまとめて大過ないであろう。なお後者の
点については，植村省三稿「経営管理の原理と方
法J(山本安次郎・加藤勝康編著『経営学原論』
所i民文民堂.1982年)を参照。

138)この連関については， これを年功賃銀の制度とし
ての端緒的な成立過程をとおして分析した拙稿
「産業合理化期の作業集団と労務政策」 σ北海道
大学経済学研究』第四巻第3号. 1983年12月〉を
参照。また，制度と慣習の論理的な関連について
は，松原隆一郎「コンヴェンション理論の再生ー
ハイエグを中心にJ(~季刊現代経済学11 59号， 日

本経済新聞社.1984年9月)を参照。
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場における実費約な権限の謹震は多壊であった

が，場設試下の缶統的な労欝者祭合体に対して

変革的な経営管理の契機を代表していた。この

中でも特に，教習見守普通部や工業学校の出身者

が「労{縁組合j灘動の担い手となった事館が多

くみられたが，この点ではこの層が，昇進範麹

の狭さ以上に接接的な管理に潜熱することが昇

進の必援の条件といわれた下で自迅成長を遂げ

ていたことが援要であっ

また棒心は，議接的な作業集自のトヅプとし

て， これらを統合して一連の作業を組織してい

く作業務以上の現場管理震に対置しており，共

詩的な相Ii行為のやで形成されてくる蓄電欝・秩

序を代表していたといえる。これに対応して，

勤続年数・年齢・給額からみた序列構成が誇心

としてある秩序を係っている作業集団

が，棒心を中心に職場運動の強い手であった。

これに，築関としては不活発であるなか，

により昇進の遅れた，本来棒心の地位にあるべ

き者が加わっているが，以上は戦時中に歪めら

れた職場全体の慣行・秩序と個人のあり得べき

地誌の間援を運動の震動力としたものというこ

とができ?る。

次の要点は，運動の制度的な粗い手でもあり

結果でもある労鮪者組畿は二重機溶であったこ

とである。磯場に出来上がった組織は，個人を

単位とするものではなく組〈作業掛が挙握ずる

涯の議会〉を単位とし，かつ斑にその議畿なお

いていた。これは r労働組合J組議がその下
部構造では職場組織に対応して出来上がってい

るという，よく知られた組識の特裁の寵翠をな

ものであるが，それは，労働と生活さと半ばと

もにするゲマインシャフト約な連帯を接聴にし

て運動車体が選出されていたという意味であっ

て r職場組織対時壌の組織J
しかない。

レベルの「労働組合jは， こうした職

場支部レベノレの組識の統合によるものではな

く，倒人を単位として新たに選び出された中央

委員によって構成される。浅場議員会(鞍場支

部委員会)とは選出される主体の投絡が京理的

うのであるZ制。また， r労欝組合Jは設
治・設会改卒の担い手として， GHQにも留民

にも期待され，上位鑑識では政党の指導のもと

に結成されているが放に，政治的単詑としての

性格を色議くもっている。事業所レベルの

機組合j とはいえ震に，職場の労機者の要求を

政治の次元で解釈し，ふるまう者の檎任がおこ

なわれているのである。組離の担い手のこの詮

務は， r労働組合Jが企業レベノレで結合し，麓
レベルで結合し，ナシ 2ナノレセンターへと

ごとに強まる。それ故，事業所レベルの「労

縫組合」は，政治的な変換器として職場の労轍

と政治を接介する組織ということができ

る。

最後に，経営民主往還重きを鱗介とする綾欝体

の再生過程誌，どのように総拐できるであろう

か。この分新議角は管理組織と作梁組織の接介

と数合の展開史が核になると我々は考えた。

体的には職場の議造，統合の政策的・イデオロ

ギー的観揺としては労務管理がこの楳介のあり

様を訴しているということがで~る。経営改革

としての経営民主化連動が問題になる居留は，

熟練関係・賃銀関係・職場の共i湾関係を内容と

する労鶴史と，経営管理史の不整合の賂臨とい

うことができる。その最も大きな契機を与える

ものは，語己の行動様式を解釈する観念体系の

転換である。

我々は「絞営協議会Jを分析したやで，労働

139) rゲ、マインシャフト的連携j という用務~用いて

委譲関の性格を表現したが， この点では， r日本的
絞滋論争」における文化論的アプローチの F間柄
主義J(この湾総の適否はともあれ) という主体
・築関把握の視点が， より経験に内在した概念で
あると滋われる。ともあれ， ここで、の強読点比
二つの「社会Jの指務にあり，一方は他方の拡大
になるものTはないということにある。なお，前
立野の問題状況については， 公文俊王子「民本的経営
の特質とは何かJ(並木像義綴 f白木社会の特質J
所i民 自本経済新関誌 1981年)，後者の問題と
係わって， r主体J.r経験j・「社会j の孝弘念iとつ
いては，森宥正 f緩験と思想jJ(務波書j怠 1977 
年)をと参燦。



1986.12 職場組織と経営民主化運動 (4・完) 小路 111 (331) 

者が経営への参加をどのような論理で主張した

かを分析したが，そこでは「国家的な営利増

進」から「経営の民主化」・「合理化」への転換

があったことを指摘した。これは，観念体系の

転換であり，経営に参加するという行為そのも

のに変化があったわけではない。この転換によ

って管理組織が作業組織に対して経営意思を受

容させていく日常的な正当性の根拠の修正が迫

られていた。既に大きく揺らいでいたとはい

え，身分的・権威的な構造から機能的な構造へ

の転換である。意志的な主体による契約関係

(雇用関係，代議制による行政制度)の世界で

は，以上の観念体系の転換は容易であるが，そ

うした意志的な関係ではない労働と生活をとも

にするなかで形成される社会関係レベルの無意

識的な行動様式(秩序)は，簡単に変化するこ

とはない。

経営の意思決定過程への制度的な参加も，職

長人事への介入も，仲間の評価を直接おこなう

賃銀分配のための格付への参加も，理念的な思

い入れの時期が過ぎて内実が問題になると色槌

せていったといってよいだろう。しかも，競争

関係にある者同士の評価の問題は，さしあたり

主観的な存在であるものをどのように安定的に

客観的なものとして受容していくかにあったか

ら，ある絶対的な基準がなし、かぎり不安定な評

価の受容構造となるものであった。こうした問

題構成の中，職場の運営を支配していったのは

結局慣習や無意識的な行動様式である。このこ

とは，経営民主化運動の制限になるものとはい

え，社会も経営体も意志的な契約関係の原理に

限定されない以上，また当然の結果と言い得る

のであった。

以上我々は， これまで分析してきた主要な内

容を一般的な形で要約L問題を指摘してきた

が，最後に今後の課題に結びつけてそれらの意

味するところを提示しておきたい。すなわち，

経営体が経済体制の細胞であるとすれば，我々

がこれまで結果として考察してきたことは，経

済体制の再生の考察でもあった。資本主義経済

体制における企業140)が金銭動機(資本家にお

ける利潤，労働者における賃銀)であるにして

も，経営規模が大きくなり，経営官僚制が発達

してくれば，利潤と賃銀を保障する満足すべき

生産性を達成するために経営体は，コミュニケ

ーション・システム(日常的な意志疎通であ

れ，労使の団体交渉，経営参加であれ)を整備

して，能動的な生産体としての体制を確立しな

ければならない。そして，どのようなコミュニ

ケーション・システムが確立するかはこれまで

の分析が部分的に示しているように，その基礎

に，これを担う労働者の上下関係・水平関係の

両局面における相互行為の様式とこれを律する

慣習・秩序があることを考えれば， これらを主

内容とする、労働史の変遺と一面ではこれを波み

取り制度化する経営管理の歴史山〉を， 前者を

基軸に理解を深めていくことが重要な課題とな

る。

経済体制の新たな可能性も，それがどのよう

なものであれ企業・経営体の新たな革新を必要

としているという認識1叫は広範なものとなっ

140)企業をどのように捉えるかは， ここの総括と関連
して一言必要である。本稿の経営体把握でも， r企
業は，企業家=株主という単一集団と同一視され
るべきではなく，株主とともに従業員集団をふく
めた一種の連合体として理解J(青木昌彦『現代
の企業』岩波書庖， 1984年)する認識は共有して
L 、る。

141)日本の経営管理史の体系的な著作としては，奥田
健二『人と経営一日本経営管理史研究ーJl (マネ
ジメント社， 1985年)が唯一のものであろう。同
書の経営体分析の方法は，従来の「企業者史的方
法J，1"労務管理史的方法」に対置して， I"W生産技
術を中心とする管理システム』の変遷と W労使
関係管理をも含めた労務管理システム』との相互
関連性を解明するJ(2頁) というもので，本稿の
「課題と方法」と関連して検討すべきものであっ
たが，今回はおこなうことができなかった。

142)他の分野はともかく，労働問題研究の分野におい
ても，たとえば1"利潤追求ではないが，しかした
えざる生産性上昇の衝動力の何らかの社会的形態
を探しもとめ， これを私的企業に及ぼしていく理
論をたてることJ(荒又重雄「く書評>Ian Gough， 
The Political Economy of the Welfare StateJ 

『北海道大学経済学研究』第35巻第3号， 1986年
1月)という問いがたてられていることや， 中西
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ている。こうした課題認識にどのように答えて

いくか，それは，単に理念を語るのみでなく，

労働史と経営管理史における主体的な営為の過

程弘論理的に分析する作業に基礎づけられた

洋 i<友愛主義宣言》ー<自由・平等・友愛>の
社会科学一J(W世界~ 423号，岩波書庖， 1981年2
月)における「集団的企業」の提示と， その効率
的運営の可能性への留意もこうした動向を反映し
ているといえよう。

ものでなければならない。我々の今後の課題も

労働史と経営管理史の連闘を論理的にも実証的

にも更に深めることにある。

(完)
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